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新年　明けましておめでとうござい
ます。平成21年の年頭にあたり謹んで
ご挨拶を申し上げます。
昨年の本会事業活動を振り返ってみ

ますと、工事量が減少する中にあって、
企業が継続・維持するためには、利益
の確保が最重要であるとの観点から
「工事原価＋利益」の価格で契約でき
る環境づくりを目指し、会員の協力の
もと「秋田県建設工事コスト調査」実
施し、その結果と県内建設業の現状デ

ータを併せて8月に秋田県へ入札・契
約制度の見直しについて要望・提案を
行ったところ、本会の要望・提案趣旨
へご理解を賜り、「県発注工事におけ
る低入札対策強化について」が発表さ
れ、最低制限価格の引き上げ、低入札
価格調査基準の引き上げ、失格判断基
準の強化、変動基準の試行導入などが
10月1日より適用される運びとなった
ことは、大きな成果と評価するととも
に、あらためて秋田県へ感謝申し上げ
る次第であります。
一方、目を世界へ転じてみますと、

米サブプライム住宅ローン問題に端を
発し、日本を含む世界の金融危機が重
大ニュースとしてあげられ、100年に
1度とも言われる世界恐慌へ拡大深化
するのであろうか、予断をゆるさない
状況と慮るところであります。
これを食い止めるためには、日本が

バブル崩壊時に行った巨額の公的資金
の投入のほか、、手立てがないと考え
るところであります。
日本においては、世界的に景気後退

が予想される中、輸出による景気の維
持は難しく、景気政策の軸を内需に移
さざるを得ず、大幅な財政出動が必須

であり、しかも波及効果が大きく、即
効性のある迅速な政策となれば、大型
の公共事業予算編成を強く打って出る
選択しかないのではないかと思量する
ともに期待を大きくするところであり
ます。
本会は、技術の向上や経営の安定に

弛まざる努力を行っている企業が、適
正な競争を行い、伸びていく環境を整
備することが重要であるとの認識のも
とに、社会資本整備の推進に関する予
算要望、適正な入札・契約制度等への
対応、再生・再編、新分野進出など経
営方針・戦略の確立、企業の社会的責
任などにかかる事業を積極的に展開し
て参るとともに、選択と集中のもとに
会員の主体的な取り組みを総合的にサ
ポートして参りたいと存じます。
更には、今後とも地域住民と連携を

密に一体となって、安心かつ安全に生
活できる環境づくり、時代にあった地
域社会活動へ貢献して参る所存であり
ます。
関係各位の一層の御支援御協力を賜

れば幸いに存じます。
終わりに皆様のご繁栄を心よりお祈

り申し上げまして年頭所感と致します。

会　長

菅　原　三　朗

年 頭 所 感
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あけましておめでとう

ございます。

アメリカ発の金融危機

が、世界経済に大きな混

乱を与えています。我が

国においても、株価の下

落や急速な円高が進み、

消費の冷え込みや企業収

益の悪化がもたらされて

います。本県は、これま

での景気拡大による恩恵

も受けておらず、企業経

営や雇用に大きな影響が

出ております。

このため、県では、金

融の安定や雇用の確保、

住宅取得支援など総合的

な経済対策を進めており

ます。また、県民の皆さ

んが、安心して子どもを

育て、福祉・医療・介護

などに不安を感じないよ

う、セーフティネットの

確保に全力を尽くしてま

いります。

こうした厳しい状況の

中にあっては、不平や不

満を言うばかりでは物事

が進みません。秋田の可

能性に向かって、前向き

に意欲を持って行動する

ことが求められます。

例えば、食糧需給問題

が世界規模で深刻化する

中、本県が誇る全国第2位

の食糧自給力を更に飛躍

させる可能性が見えてい

ます。また、北東アジア

との交流により、秋田が

貿易の拠点に成長する可

能性があります。本県が

有する優れた鉱山技術を

活用し、環境リサイクル

産業は、着実に集積して

おります。

何より、秋田には、わ

か杉国体を優勝に導いた

県民の底力があり、未来

を担う優秀な子どもたち

が育っています。

県民の皆さんには、元

気な秋田をつくるために、

大きな夢に向かってチャ

レンジしてもらいたいと

思います。私も、本県の

自立と発展のために、産

業振興や行政改革など、

県政の抱える課題にしっ

かりと取り組んでまいり

ます。

今年は、衆議院議員選

挙をはじめ、県や多くの

市町村で首長選挙が予定

されており、国の未来や

自治体の在り方を選択す

る大事な年になります。

新しい年が、皆さん一

人ひとりにとって、安心

して暮らせるよい年にな

りますことを祈念し、新

年のごあいさつといたし

ます。

新 年 を 迎 え て
秋 田 県 知 事

寺　田　典　城

年 頭 の ご あ い さ つ
秋 田 県 建 設 交 通 部 長

中　山　敏　夫

謹んで新年のお慶びを

申し上げます。

昨年は、栗駒山と小安

峡を結ぶ一般国道398号

「大湯道路」の全線開通や、

主要地方道男鹿半島線戸

賀バイパスの開通などに

より、県民の安全・安心

な生活や、観光をはじめ

とする本県産業の発展を

支える社会基盤の整備を

前進させることができま

した。

また、昨年6月に発生し

た「岩手・宮城内陸地震」

では、道路も一部区間が

全面通行止めとなるなど、

大きな被害を受けました

が、本県側道路について

は、ほとんどの区間で被

災後速やかに全面通行止

めを解除できたとともに、

復旧工事も順調に進捗し

ております。改めて、本

県社会資本整備や災害復

旧事業に対する、県民の

皆さまや関係機関のご理

解とご協力に感謝を申し

上げます。

本年は、平成22年度を

最終目標年度とする「あ

きた21総合計画」の、最

後の2年間の締めの実施計

画となる第4期実施計画が

スタートします。

この第4期実施計画で

は、本県の10年先を展望

し、今後2年間で県が進め

る政策・施策などを掲げ、

本県の自立と発展に向け

て、元気な秋田づくりを

推進していくこととして

おります。

このうち建設交通部関

係では、交通ネットワー

クの整備に向けて、高速

道路網や県管理国道の整

備などを、また環日本海

交流を支える物流ネット

ワークの整備に向けては、

秋田港の機能強化などを

推進してまいります。

さらに、快適で災害に強

い生活基盤づくりに向けて

は、下水道等普及率の向上

や、ハード・ソフトが一体

となった防災対策などを進

めてまいります。

国・地方を通じた厳し

い財政状況の下、県民の

安全・安心や県勢発展に

真に必要な社会基盤につ

いては、効率的な整備を

進めていくとともに、計

画的な維持管理の実施に

より、整備した社会基盤

の長寿命化に取り組んで

まいりますので、引き続

き皆さまのご協力をお願

いいたします。

終わりに、皆さまの

益々のご健勝をお祈りし、

新年のあいさつといたし

ます。
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平成21年の年頭に当た
り、謹んで新春のお慶びを
申し上げます。
また、貴協会及び会員

の皆様には、日頃より労
働行政に格別の御理解と
御協力を賜り厚く御礼申
し上げます。
さて、県内の雇用情勢は、
原油を始めとする原材料の
高騰や金融不安に加え販売
や製造単価競争の激化など
により大量解雇や倒産が相

平成21年の年頭にあた
り、謹んで新年のお慶び
を申し上げます。
皆様には、日頃より国

土交通行政の推進につき
まして、御理解と御協力
を賜り、厚く御礼申し上
げます。
昨年は、6月14日「岩

手・宮城内陸地震」、7月
24日「岩手県沿岸北部で
発生した地震」とたて続
けに地震が発生し、当事
務所管内でも震度4を観測
したため、災害対策支部

を設置し、所管施設の緊
急点検を実施しました。
幸いに、当事務所の所管

施設に被害はありませんで
したが、岩手県内や宮城県
内の被災状況を目の当たり
にすると、災害に対する備
えを十分にする必要性を再
認識しました。
両地震の被災地には昨

年4月に創設されたばかり
である「緊急災害対策派
遣隊（TEC-FORCE）」の
隊員として当事務所の職
員を派遣し、被害の迅速
な把握や、災害復旧活動
要員の派遣など、被災地
の一刻も早い復旧に努め
ました。

次ぎ、有効求人倍率も昨年
の7月に4年9ケ月振りに
0.5倍を割り込んで以降も
低下傾向で推移するなどな
ど極めて厳しい状況が続い
ております。
このため、10月には、

不幸にして職を失われた方
達への就職支援の強化を図
るため、求人開拓やマッチ
ング機能の強化等を柱とし
た緊急雇用対策を策定し雇
用の安定に努めてきている
ところでありますが、会員
の皆様には、一層の雇用の
場の確保について御協力を
お願いいたします。
また、厳しい経営環境を
反映して、法定労働条件に
関する申告・相談が多く寄

年 頭 の ご あ い さ つ
秋 田 労 働 局 長

神　田　義　宝

年 頭 の ご 挨 拶
国土交通省　東北地方整備局

秋田河川国道事務所長

柴　田　　　久

せられているほか、民事上
の個別労働紛争事案に係る
相談のみならず、「助言・
指導」や「あっせん制度」
の利用も増加の一途を辿っ
ておりますが、これらの申
告・相談や民事上の紛争の
迅速な解決に向けて労働局
はもとより県内の各労働基
準監督署やハローワークが
一丸となって取り組んでお
ります。
労働災害につきまして

も、経営環境の厳しさから
派生する「安全管理」の弱
体化の防止と死亡災害の根
絶に向けて「リスクアセス
メント」の普及や指導・監
督を通じた労働災害防止に
積極的に取り組んでいると
ころでありますが、依然と
して建設業における死亡事
故が他産業に比較して多い
ことから、貴協会及び会員
の皆様の一層の取組の強化
をお願いいたします。

近年、過重労働や過労死
が大きな社会問題として取
り上げられていますが、こ
の様な不幸な働き方を無く
すとともに労働者の方が多
様な働き方や生き方が可能
な社会の実現を目指して、
秋田労働局では、各界の代
表を構成メンバーとする
「秋田県仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バラン
ス）推進会議」を開催し、
より充実した豊かな働き方
のための必要な施策につい
て提言をいただくこととし
ております。今年からは、
その提言の実現に向けての
施策に取り組んでまいりた
いと考えておりますので、
今後とも一層の御協力をお
願いいたします。
最後に、厳しい景況が続
いておりますが、貴会の
益々の御発展と会員の皆様
の御繁栄を祈念して新年の
挨拶といたします。

当事務所は、県都秋田
市を相次ぐ洪水被害から
守る雄物川放水路事業を
契機に設置されましたが、
昨年は雄物川放水路通水
70周年という節目の年と
なりました。5月7日には
「雄物川放水路70周年記念
座談会」を開催し、洪水
被害の軽減効果、秋田市
の繁栄の土台作り、また、
地元住民の思い出や実体
験を取り纏めるとともに、
地域の方々へ周知を図り
ました。
平成21年は、旧雄物川

への洪水流の流入防御のた
め設置した「新屋水門」の
老朽化による改築工事に着
手し、平成21年度の完成
を目指し、事業の進展を図
り、一層の洪水防御機能の
充実につとめます。
また、「秋田かわまちづ

くり」においては、雄物
川や旭川を軸とした地域
の活性化を目指し、民産
学官でワークショップを

開催し、民間の取組みの
具体化をはじめ、雄物川
河畔へのフットパスの整
備など順次、ワークショ
ップで出されたアイデア
の具体化を昨年に引き続
き進めていきます。
地域の競争力の向上に

欠かせない交通ネットワ
ークの整備では、一般国
道７号象潟仁賀保道路、
仁賀保本荘道路（供用済
み区間を除くＬ＝1.3km）
及び一般国道46号の角館
バイパス（2工区）につい
て、引続き工事及び用地
買収を促進します。また、
一般国道7号の下浜バイパ
スについては用地調査を
促進します。
最後に、私どもの事業

の推進には、地域の皆様、
建設産業に従事される皆
様の御支援が不可欠であ
り、引き続きご理解と御
協力を申し上げ、年頭の
ご挨拶とさせていただき
ます。
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あけましておめでとうご
ざいます。平成21年の年頭
にあたり、謹んで新春のお
慶びを申し上げます。
旧年中は、社団法人全国

建設業協会の事業活動に対
しまして、格別のご支援・
ご協力を賜り、厚く御礼を
申し上げます。
さて、わが国経済は景気

回復が後退局面に入り、さ
らに、米国のサブプライム
ローン問題に端を発した世
界的な金融危機などにより、
日に日に厳しい状況となっ
ております。
我々建設業界においては、
建設投資の減少に歯止めが
かからず、永年にわたる公
共事業費の削減による受注
の減少、競争の激化に加え、
資材の高騰、ダンピング受
注の頻発等による利益率の
著しい低下、さらに、金融
機関の融資姿勢の厳格化や
不動産市況の低迷等により、
地域を支えた老舗といわれ
る建設企業を含め、多くの
会員企業が倒産・廃業に追
い込まれるという非常に厳
しい状況が続いております。
一方、近年各地で頻発す

る集中豪雨や大規模地震等
の自然災害では、多くの尊
い人命と貴重な財産が失わ
れており、国民の安全・安
心を守る防災・減災対策を
推進するため、計画的な社
会基盤整備は是非とも必要
であり、新たな防災対策や
治山治水対策等が急がれる
ことはいうまでもありませ
ん。地域の安全・安心を担
う建設業がその地域に存在
することは、地域住民、市
民にとって非常に心強く、
重要なことであります。
国民の安全・安心な暮ら

しの確保、日本の国際競争
力の維持向上のための魅力
ある都市創り、環境保護・
修復・改善への取組み、そ

平成21年の新春を迎え、
謹んで年頭のご挨拶を申し
上げます。
建設業労働災害防止協会

は、昭和39年に設立され今
年創立45周年を迎えます。
この間、建設労働災害は、
会員をはじめ関係各位の労
働災害防止に寄せる熱意と
地道な安全衛生活動により
長期的には着実な減少をみ
ており、死亡災害にあって
は建災防設立当時の5分の1
以下になっております。
建災防としては、労働災

害の絶滅に向け、今年も各
種事業を積極的に展開する
ことにより建設業の安全衛
生水準の一層の向上を図っ
てまいる所存であります。
具体的には、先ず、労働

災害が減少したことによる
安全衛生意識の低下が懸念
される状況にあることから、
安全大会等を定期的に開催
し安全衛生意識の高揚を図
ることが重要と考えており、
今年も全国建設業労働災害
防止大会を開催することと
しております。本年は、「建
災防創立45周年記念大会」
と銘打って、9月10日、11
日の両日、東京国際フォー
ラムをメイン会場として開
催いたしますので、大勢の
方々のご参加をお願いいた
します。
次に、建設業の安全衛生

水準を向上させるためには、
経営トップをはじめ工事関
係者が自主的安全衛生活動
を積極的に展開することが
最も重要であると考えてお
ります。この観点から、法
的義務を上回る労働災害防
止対策を盛り込んだ「建設
業労働災害防止規程」の順
守の徹底を図ることとして
おります。
また、国の第11次の「労

働災害防止計画」に基づい
て作成した「第6次建設業労
働災害防止5カ年計画」の重
点対策となっている「リス
クアセスメント」の確実な
実施を図るとともに、「リス
クアセスメント」を含め店
社と現場が一体となって計
画的かつ継続的に安全衛生
管理を行う「建設業労働安
全衛生マネジメントシステ
ム」、略称「コスモス」の導
入促進を図ることとしてお
ります。その一環として、
「リスクアセスメント」につ
いては、各支部において
「総合工事業者のためのリス
クアセスメント研修」、「職
長のためのリスクアセスメ
ント教育」等を実施するこ
ととしております。一方、
「コスモス」については、構
築のための支援サービス、
担当者に対する研修等を行
うことにより導入促進を図
ることとしております。な
お、昨年4月からは、運用さ
れているシステムが厚生労
働大臣の公表した関係指針
に適合し、かつ適正に運用
されていることを証明する
「コスモス認定制度」を実施
しております。
このほか、今年も建設業

安全衛生教育センター及び
各支部における各種教育研
修の実施、国の委託により
実施する関係団体等への支
援事業の推進、建設業界の
ニーズに対応した安全衛生
情報や教育用テキスト等の
配布等に精力的に取り組む
こととしております。
厳しい経営環境が続く中、
建災防としては建設業の健
全かつ安定的発展のために
も与えられた使命を果たす
べく最大限の努力を傾注し
てまいる所存でありますの
で、会員はじめ関係各位に
おかれましては倍旧のご理
解、ご協力を賜りますよう
お願い申し上げます。
皆様の益々のご健勝と御発
展を心よりお祈り申し上げ、
年頭のご挨拶といたします。

して老朽化する社会資本の
維持・管理・修復等、我々
建設業界の果たす役割は大
変重要であり、その役割は
今後とも変わることはあり
ません。
地域の基幹産業である建

設業が地域の経済の中核を
なしている現況では、その
建設業界が活力を取り戻す
ことが、地域経済の活性化
にも不可欠であり、ひいて
は活力ある日本へとつなが
ると考えております。
しかし、社会資本整備の

重要性、そしてそれを担う建
設業について、国民・社会に
必ずしも正しく理解していた
だいているとはいえない状況
です。そのため、我々自身は
引続き、法令遵守はもちろん
のこと、安全対策、環境対策
等社会が求めているニーズに
対応すべく、コンプライアン
スの徹底と企業の社会的責任
の取り組みを一層強化し、安
全で品質に優れたものをつく
り、国民・社会から信頼され
る業界となるよう、努力しな
ければなりません。同時に、
我々建設業の果たしてきたこ
と、果たしている役割、そし
て将来果たすべき使命を積極
的に働きかけていくことが重
要であります。
本会は本年も、建設業の

社会貢献とイメージアップ活
動等の推進、法令遵守の徹底
と企業の社会的責任への対
応、社会資本整備の推進に関
する予算要望、適正な入札契
約制度への対応、公益法人制
度改革への適切な対応、厳し
い雇用情勢に対応した雇用対
策と労働災害防止対策の推進
等、様々な問題に対して積極
的に取組んでまいる所存であ
ります。
厳しい状況下ではありま

すが、建設業界が活力ある
業界となるよう、精一杯努
力してまいる所存ですので、
皆様方の一層のご支援とご
協力をお願い申し上げます。
最後に、皆様方の更なる

ご発展とご健勝を祈念いた
しまして、新春のご挨拶と
いたします。

年 頭 所 感
社 団 法 人 　 全 国 建 設 業 協 会

会　長　淺　沼　健　一

新 年 の ご 挨 拶
建 設 業 労 働 災 害 防 止 協 会

会　長　錢　高　一　善
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平成21年の新春を迎
え、謹んでお慶び申し上
げます。
皆様には昨年も建退共

制度に多大なご支援・ご
協力を賜りまして、心よ
り御礼申し上げます。
建退共制度は、建設現

場で働く皆様の福祉の増
進を図るため、昭和39年
10月に発足し、本年で
45年目を迎えますが、現
在、建退共制度への加入
契約者数は19万事業所、
被共済者数275万人を数
え、これまでに累計で
184万人の退職者に対し
て1兆2千億円の退職金を
お支払いしております。
公共事業費の引き続く

削減や受注競争の激化に
より、建設業とりわけ中
堅・中小建設業を取り巻
く経営環境はますます厳
しくなっていますが、建
退共におきましても、そ
の影響を強く受け、新規
加入の被共済者数や掛金
収入がここ数年減少傾向
を続けております。
このような厳しい状況

の中で、私どもの機構で
は、平成20年度より、
同24年度を最終年度と
する第二期中期計画がス
タートし、役職員一丸と
なって気持ちを新たに業

務の推進に取り組んでお
ります。
同計画におきまして

は、被共済者の加入目標
数を5年間で64万人と
し、建設業を取り巻く厳
しい状況の中でも皆様の
より一層のご支援を賜り
ながらその達成を目指す
ことといたしました。ま
た、被共済者の皆様に掛
金納付実績に応じて確実
に退職金をお支払いする
ため長期未更新者の現況
調査、新規加入者の住所
のデータベース化などに
鋭意取り組んでいくこと
としております。
さらに、一昨年秋以降

の世界的な金融危機の中
で資産運用の面でも厳し
い局面を迎えております
が、市場環境の変化に的
確に対応しながら、安
全・確実な運用に努めて
まいります。
最後に、建退共制度を

支えていただいておりま
す貴協会並びに会員の皆
様の益々のご発展、ご健
勝を心から祈念いたしま
して、新年のご挨拶とさ
せていただきます。

新 年 の ご 挨 拶
独 立 行 政 法 人 勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構

理 事 長 樋　爪　龍太郎

明けましておめでとうご
ざいます。
新春を迎えるにあたり、

謹んで年頭のご挨拶を申し
上げます。
昨年を顧みますと、米国

のサブプライムローンの破
綻問題を契機とした金融危
機は世界的に金融市場を混
乱の渦に巻き込み、我が国
もその影響を受け株式市場
は乱高下し、また急激な円
高に陥る等、今後実体経済
への悪影響が本格化するこ
とが懸念されております。
一方、建設業界におきま

しては、小泉政権以来続く
公共投資の減少に加え、道
路特定財源暫定税率の失効
による発注の遅れや原油・
建設資材の高騰、また金融
不安を受けて困難となった
資金繰りや不動産不況等が
環境の悪化に拍車をかけ、
厳しさが一層増しました。
特に、地方建設業者の倒産
が高水準で推移している状
況であります。地域の基幹
産業として経済や雇用、安
全安心を支える建設産業が
衰退しないように、総合評
価方式を始めとする諸改革
が着実に進み、技術力と経
営に優れた企業が生き残れ
る環境整備が成されること
を期待して止みません。
このような状況の中にあ

って、共済団は各都道府県
建設業協会及び支部並びに
地区協会のご協力のもと、
年度当初の目標である掛金
収入37億円の達成に向け建
設共済制度の加入促進並び
に更新契約の確保に努めて
参りました。その結果、事
業運営は当初の計画に沿っ
て推移しております。これ
も皆様方のご理解とご協力

の賜物と感謝しております。
また、建設共済制度は昨

年4月1日より、従来の契約
を被災者等に対する追加的
補償を行う「被災者補償契
約」と労働災害の再発防止
の費用等労働災害に起因す
る企業の諸費用を補償する
「諸費用補償契約」に分離し
ました。従来からの本制度
の基本的理念である労働者
の福祉の向上と労働災害に
起因する不測の事態への備
えの機能がより明確化され
た新たな建設共済（法定外
労災補償）制度の一層の普
及を図る為、各都道府県建
設業協会と連携を取りなが
ら会員企業を始めとする建
設業者の方々に、本制度へ
の一層のご理解を得られま
すよう努めて参ります。役
職員一丸となって本制度の
安定運営に努めて参ります
ので、皆様方のご支援ご協
力を切望する次第です。
なお、公益法人改革並び

に改正保険業法への対応に
つきましては、公益法人関
係法律が昨年12月1日に施
行され、共済団も施行日か
ら5年以内に新制度に移行し
なければなりませんが、移
行するまでの間は現行通り
建設共済制度を運営出来る
こととなっております。そ
の後につきましても、本制
度が継続運営出来るように
対応策等を慎重に検討して
参りたいと考えております。
最後に、昨年は岩手・宮

城内陸地震や豪雨災害等相
次ぐ自然災害が発生し、多
くの尊い生命や財産が失わ
れました。被災されました
方々には心よりお見舞いを
申し上げますとともに、一
日も早い復興をお祈り申し
上げます。
年頭にあたり、皆様方の

益々のご発展とご健勝を心
からお祈り申し上げ、ご挨
拶といたします。

年 頭 の ご 挨 拶
財 団 法 人 　 建 設 業 福 祉 共 済 団

理 事 長 渋　谷　直　篤
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新年あけましておめでと

うございます。年頭にあた

り謹んでお慶びを申し上げ

ます。

協会員の皆様には、平素

より前払金保証・契約保証

事業につきまして、格別な

るご理解ご支援を賜り厚く

御礼申し上げます。また、

当社関連会社のコンサルタ

ント事業や、コアシステム

対応の電子入札に係る電子

認証事業につきましても格

別のご愛顧を賜り重ねて厚

く御礼申し上げます。

昨年を振り返りますと、

日本経済は、米国のサブプ

ライムローン問題に端を発

した世界的な金融危機の影

響を受け「百年に一度の大

不況」と言われるほどに景

気の停滞色が強まりました。

秋田県経済におきましても、

地場百貨店など大型倒産の

相次ぐ発生により深刻な状

況に置かれております。

建設業界に目を向けます

と、建設投資の減少傾向に

歯止めがかからず受注の減

少と企業間競争の激化によ

り、平成12年度以降、利益

率の低下傾向が続いており

ます。当社が発行している

「 謹 賀 新 年 」
東 日 本 建 設 業 保 証 株 式 会 社

秋 田 支 店 長 舛　屋　成　一

明けましておめでとうご

ざいます。

平成21年の新春を迎え謹

んでお慶び申し上げます。

建設業界は、縮減が止ま

らない公共投資や競争激化

により、引き続き極めて厳

しい経営環境に直面してお

ります。公共事業の一翼を

担い、地域の生活と経済を

支えてきた建設業界におい

て、地域貢献度が高い優良

な建設企業にまで経営破綻

が続発していることは誠に

残念な事態であります。加

えて、世界的な金融危機に

伴い、我が国の実体経済の

悪化が懸念されており、建

設業界にとって大変厳しい

年のスタートとなりました。

これに対し、国土交通省

では昨年11月、地域建設業

の経営強化のため、中小・

中堅建設企業への資金供給

の円滑化を図る「地域建設

業経営強化融資制度」を実

施しております。また、公

共事業費の増額を含む大型

補正予算を伴う緊急の総合

経済対策が政府で検討され

ておりますが、その早急な

年 頭 所 感
財 団 法 人 　 建 設 業 振 興 基 金 　

理 事 長 鈴　木　政　徳

実施を期待するところであ

ります。建設業界におきま

しても、厳しさを増す中で

生き残りをかけて、技術力、

施工力及び経営力を更に高

める真摯な努力が要請され

る年だと思います。

私ども建設業振興基金で

は、国及び建設業界のこう

した動向に即応して、建設

業界の振興に少しでもお役

に立てるよう関係事業の円

滑かつ効率的な実施に努力

して参ります。そのため今

年も、建設企業への資金供

給を支援するための①国の

「地域建設業経営強化融資制

度」により拡充された下請

セーフティネット債務保

証・ファクタリング事業、

建設企業の経営力強化を支

援するための②ワンストッ

プサービスセンター事業等

を通して経営基盤強化を図

る各種の構造改善事業、③

Cl-NETの普及等による情報

化推進事業、④建設業経理

士等の検定試験及び特別研

修、建設企業の施工管理能

力強化を支援するための⑤

建築及び電気工事施工管理

技術検定試験、⑥監理技術

者講習等々の事業を実施し、

今まで以上に行政及び関係

団体の皆様と連携を密にし

て、厳しい環境にある建設

業の再生、発展に努力する

所存であります。

関係各位におかれまして

は、今後とも当基金の業務

運営につき、従来と変わら

ぬご指導ご支援を賜ります

ようお願い申し上げます。

最後に皆様のご多幸とご

健勝を祈念申し上げ、年頭の

挨拶とさせていただきます。

「建設業の財務統計指標」

では、秋田県平均の売上高

経常利益率が平成19年度で

マイナス2％となり、建設

業を取り巻く環境は大変厳

しさを増しております。

このような状況の中、社

団法人秋田県建設業協会の

「秋田県建設工事コスト調

査」を踏まえた提案により、

秋田県において低入札対策

が強化され落札率が向上し

たことは建設業界にとりま

して大変意義深いものであ

りました。また、国土交通

省が総務省との連名で「安心

実現のための緊急総合対策」

として市町村に要請された

前払率の4割実施と2割の中

間前払金制度の導入が確実

に進むことで建設企業の資

金円滑化がますます推進さ

れ、経営力の強化が図られて

いくことが望まれます。

建設産業は、地域経済の

中核として雇用を創出し経

済を活性化させるなど、そ

の重要さが改めて認識され

ていくことが期待されま

す。当社といたしましては、

前払金の適正かつ円滑な実

施を確保しながら公共工事

の適正な施工に寄与すると

ともに、さまざまな情報を

ご提供させていただくこと

により建設業界がさらなる

発展をするよう一層努力し

てまいる所存です。何卒旧

年中と変わらぬご支援ご愛

顧を賜りますようお願い申

し上げます。

今年一年が皆様と建設業

界にとって良い一年であり

ますよう心から祈念申し上

げて、新年の挨拶にかえさ

せていただきます。
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新年明けましておめでとう
ございます。平成21年の年
頭にあたり謹んで新春のお慶
びを申し上げます。
昨年は米国初の金融危機

が世界を覆いつくし、日本
も不況に突入し戦後最長と

言われた景気拡大に終止符
が打たれました。百年に一
度と言われる経済危機はい
まだ底が見えず、これまで
繁栄を誇ってきた市場原理
主義の崩壊、あるいは世界
を牽引してきたアメリカの
終焉とまで言われ歴史を塗
り替える一年となりました。
一方、日本の政治は麻生

政権に引き継がれ自民党の
信頼回復が期待されたもの
の、経済危機の中で有効な
指針を示せないまま支持率
が低下し、四面楚歌の状況
で政界再編に向かう様相さ
え呈して参りました。
このような状況で政府も日
本の経済を立て直すには財政
出動と内需拡大型経済への転
換が必要であるとの認識が強

副 会 長

北　林　一　成

新年あけましておめで
とうございます。本年が
皆様方にとって良い年で
ありますようにお祈り申
し上げます。
さて昨年はと言えば、好
景気感を味わうことなくア
メリカ発の金融危機に巻き
込まれ、株価の大下落に終
ってしまった日本経済です
が、もともと日本の経済自
体に何の責任もなかったの
が、あおりをくらったぐら
いのものだったのではない
でしょうか。
今、私共のシステムも大
変革を余儀なくされ徐々に
修正されているところでは
ありますが、そもそもグロ
ーバル化の波に押されて、
あまりにも急激な変化をし
ようとしたのが今の私共業
界の歪みになっているので
はないでしょうか。私共の
世界は、歴史的な年月を経
てゆっくり構築されてきた

はずです。それも、日本的
な感覚でゆっくり進められ
て来たはずです。それをい
きなり狩猟民族の考え方を
導入してフラット化しよう
とするなど、無理があった
はずです。フラット化する
のだったら、速度の加減が
難しかったはずです。
今、総合評価方式が導入
され、そのウェイトも少し
ずつ大きくなろうとしてお
ります。しかし、私共自体
も自らがそれに似た感覚、
例えば施工場所の地域性、
そして手持量が多くなれば
近隣の業者と分かち合う、
そのような感覚を自然に持
ち合わせ、円滑に時代を過
ごして来たと思います。願
わくば、頭の中だけがいき
なりグローバル化した一部
の機関などに遠慮しない
で、真の大衆のためになる
ような方向に進んで行って
くれる事になってもらいた
い。そのような事を思い
ながら、またこの一年を
過ごしてみたいと思って
おります。
皆様方におかれましても
ご健康であられますことを
お祈りして、年頭のご挨拶
と致します。今年もよろし
くお願い致します。

副 会 長

伊　藤　俊　悦
新年あけましておめでとうござ

います。謹んで新春のお慶びを申
し上げます。
昨年は、福田政権から麻生政権

にバトンタッチされましたが、国
内の景気低迷に加え米国のサププ
イムローンに端を発した世界同時
不況などもあり、これまでの構造
改革重視から景気回復優先へと路
線転換を鮮明にしているところで
ありますが、解散時期の先送りを
巡り政局が混迷しています。
こうした中、今年は第二期地方

分権改革の行方が注目されており、
先に行われた「国から地方への税
源移譲」、「補助負担金改革」、「地
方交付税改革」のいわゆる「三位
一体改革」では、自治体間の税収
偏在の調整機能をもつ地方交付税
の減額や補助率の引き下げなどに
より、都市部と農村部の財政格差
が拡大したことや、行財政改革の
名の下に公共事業にメスを入れこ
れに代わる地域振興策を怠ったこ
となどからさらに地方を疲弊させ
る原因を招いたと批判されている
ところであります。
この三位一体改革は、権限移譲、
税財源移譲、国による関与・義務
付けの廃止など、まだ改革が道半
ばであるとし、全国知事会など地
方六団体がさらなる分権改革に向
けての意見書を政府に提出したも
のであるが、その結果、第一次勧

告（20年5月）「国から地方への権
限移譲」、第二次勧告（20年12月）
「国の機関を抜本的に見直す」、第
三次勧告（今春予定）「地方税財政
の抜本改革』で、今年の秋を目途
に「新地方分権一括法案」が国会
に提出される流れとなっているも
のであります。
焦点は地方分権改革推進委員会が
筋の通った構想をどう勧告できる
か、また、受け入れ先の地方自治体
は財源を伴う権限移譲等が保証され
るかという点にある。第二次勧告ま
での内容では改革後退の感が否めな
いし、地方自治体が懸念している財
源の移譲が今のところ不明であり、
第三次勧告にこの辺のところをどう
盛り込むのか、また、勧告をもとに
首相がどう決断して政府・与党を統
率できるかにかかっているところで
ある。いずれにしてもこの第二期地
方分権改革は先の三位一体改革の轍
を踏むことのないよう願いたいもで
あります。
国内の景気は冷え込んでおり

「今国民が求めているのは景気の立
て直しと、諸制度の大胆見直しに
よって閉塞感を一掃することだ」
と経済界が言っているように、景
気対策や税財政、社会保障の一体
改革が早急に求められています。
特に地方の景気の落ち込みが著し
く「地方の活力なくして、国の活
力なし」と言われるように地方の
再生が景気浮揚の鍵となっていま
す。折しも自民党は危急存亡にあ
り、首相の強カなリーダーシップ
のもと衆議院選に向けて、地方再
生など重要課題に迅速果敢に立ち
向かっていただきたいと思ってい
るところであります。
今年こそは業界に追い風となり

ますとともに、会員皆様のご健勝
とご繁栄をお祈り申し上げまして、
新年の挨拶といたします。

副 会 長

村　岡　淑　郎

まり、小泉内閣以来続く財政
再建を柱とした政策の転換、
また公共事業にウェートをお
いた予算の編成が求められて
おります。公共事業の及ぼす
経済効果が再認識され、また
国民の信頼を回復するために
も建設業の果たす役割がまさ
に期待されております。
昨年度協会では厳しい業界
の窮状を明らかにするために
詳細なコスト調査を実施し関
係機関の理解を図り、また適
正な競争環境を整えるための
提言を行って参りました。価
格競争一辺倒から、総合評価
方式へ移行して三年を経過
し、ようやく調査基準価格の
引き上げや施工時の3者会
議、設計変更審査会の設置な
どが具体化して参りました。

ダンピング受注は企業にもま
た社会にも疲弊をもたらすだ
けであります。建設業が企業
として適正な利益を確保する
ことにより、働く人が安心し
て働くことができ、適正な取
引の元で経済の波及効果がも
たらされると思います。供給
過剰構造と言われる中で厳し
い状況は続くと思われます
が、社会貢献活動に力を注ぎ、
信頼され魅力ある産業に成長
するよう努力して参りたいと
思います。
本年度も当協会の事業に対
し関係各位の皆様の一層のご
支援、ご協力をお願い申し上
げますと共に、皆様のご健勝
とご繁栄を心よりお祈りいた
しまして新年の挨拶といたし
ます。
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あけましておめでとう

ございます。平成21年の

年頭にあたり、謹んで新

春のお慶びを申し上げま

す。

さて、当管内において

は、平成18年12月に国土

交通省からリサイクルポ

ート（総合静脈物流拠点

港）の指定を受けた能代

港の利活用を促進するた

め、循環資源取扱支援施

設の整備計画が進められ

ており、昨年7月に能代市

や関連業者等により組織

された準備会が、施設の

詳細決定や官民出資の第

三セクター設立に向けて

具体的な詰めの作業を行

い、平成21年度中の完成

を目指しているところで

す。背後地である県北地

域にリサイクル産業を抱

え、高速道路のインター

チェンジからも近いとい

う好条件にある能代港が、

国内循環資源物流ネット

ワークの拠点となり、地

元雇用の創出等による地

域経済活性化の核となる

事を期待しております。

昨年、米国に端を発し

た世界的な金融危機によ

って国内の景気は後退し、

倒産増加による雇用悪化

山 本 支 部 長

大　森　三四郎

や地域経済の疲弊が進み、

我々建設業界も、引続く

公共事業の建設投資額の

落ち込みや、いわゆる供

給過剰構造による過度の

低価格受注競争の多発等

により、依然として大変

厳しい経営環境に直面し

ております。このような

危機的状況にある今こそ、

内需拡大による経済の立

て直しへ向け、公共事業

の積極的な実施によって

需要を創造する事が必要

であり、建設業の健全な

成長が国民の利益に繋が

る、という認識に基づい

た政策が施行されるよう

切望しております。

秋田県の基幹産業の一

つであり、地域経済や雇

用を左右する重要な産業

でもある建設業は、社会

資本整備の担い手であり、

災害時における迅速な対

応や除雪等による地域住

民の安全・安心の確保や、

地域社会の発展へ貢献す

る重要な役割を担ってい

かなければなりません。

当協会といたしましても、

現況に則した協会運営を

図りながら、一致団結し

てこの苦境を乗り越え、

社会的責任を遂行してい

かなければならないと思

っております。

本年も、会員各位をは

じめ関係者の皆様の一層

のご協力とご支援をお願

い申し上げますとともに、

皆様の益々のご健勝とご

繁栄をお祈り申し上げま

して、年頭のご挨拶とい

たします。

新年あけましておめでと

うございます。

平成21年の年頭にあた

り謹んで新春のお慶びを申

し上げます。

我が建設業界を取り巻

く環境は一段と厳しさを

増しておりますが、新年

を迎えるにあたり祝詞を

のべさせていただけます

ことは、このうえない慶

びでございます。

日本経済が、明るさを取

り戻し好調に推移してきて

いる矢先にアメリカ発の金

融問題を発端に、世界経済

及び、日本経済に多大な影

響を与え業界においても昨

年以上に厳しさが増すと思

われます。

そういった中、政府は、

道路特定財源の一部を一般

財源化することを閣議で決

定しており関係者の間で

は、道路整備への影響を懸

念する声もあります。

又、一兆円以上にものぼ

る地方への配分も決定して

おり、地方財政を豊かにす

る観点からある程度評価で

きるものと思います。

昨年は、原油の高騰、鉄鋼

の高騰、資材の高騰と我が

業界と密接に関係する分野

において影響を及ぼし、今

年も多少なりともその余韻

が残るものと思われます。

鹿 角 支 部 長

村　木　通　良

建設業界においては、昨

年県に対し、品質確保法を

遵守するためにも入札制度

において最低制限価格の底

上げ、予定価格公表の廃止、

総合評価方式の撤廃など、

さらには、一億以上の全県

一区発注の撤廃など申し入

れて参りました。

今年も引き続き要望が、

かなえられるよう業界一丸

となり取り組んでいかなけ

ればと強く感じるものであ

ります。

これから先、益々高齢化

社会が進み医療、福祉の向

上はもちろんのこと安全、

安心して暮らせるために

は、さらなるインフラ整備

が必要なものと考えます。

地域の活力なくして、国

の活力なし、景気回復は、

公共事業の投資が一番の特

効薬と確信し私は、そう信

じているものであります。

我々、建設業協会にお

いては、地域住民の日常

生活や地域経済に強い影

響力を持ち安全、安心し

て暮らせる生き生きした

地域作りに貢献しなけれ

ばならない役割を担って

いることを改めて認識し、

雇用の促進にも力を入れ、

重要な地場産業として、

地域発展のため尽力する

ことが使命だと考えます。

業界を取り巻く環境が一

段と厳しさを増すと予想さ

れますが、この難局を乗り

越えなければなりません。

会員の皆様が、お互いに

助け合い、手を携え元気あ

る業界でありますよう切に

望み新年の挨拶としたいと

思います。
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新年あけましておめで
とうございます。
謹んで新春のお慶びを

申し上げます。
今年は「丑年」です。

最近では、あまり「牛」
を見かけることはなくな
りましたが、「牛」の姿に
は悪いイメージはありま
せん。運勢によると、丑
年生まれの人は公平で粘
り強く勤勉で良心的な働
き手だと言われているよ
うです。
さて、昨年は「いろいろ

な事が世界同時に動いてい
る」ということが身近に感
じられた一年でした。
民族紛争から端を発し

た世界同時多発テロ行為、
原油価格の高騰による消
費国の経済への打撃、そ
して現在、アメリカ発の
金融不況の波が全世界を
駆け巡っています。
一方、建設業を見ます

と、数年来の公共事業の
予算の削減が続いている
ところに、原油価格の高
騰による建設資材全般の
値上がり、金融不況によ
る金融機関の貸し渋り等
と、大変な時代に遭遇し
ています。
暗い話ばかりが続いた

ので、明るい話でもしま
しょう。
景気対策として、良い

ことが起こりそうな気が
します。
今まで、日本の公共事

業は、他国と比較して事
業費の比率が大きいと言

われてきました。しかし、
100年に一度とも言われる
世界同時不況の中で、各国
の不況対策をみてみます
と、アメリカではオバマ新
大統領が、不況対策として、
大規模な公共事業を柱とす
る新たな経済再生計画を明
らかにしました。巨額の財
政出動により、一気に需要
と雇用の創出を目指す大胆
な施策であります。連邦政
府が州政府に予算を配分
し、直ちにインフラ整備を
実行しなければ予算を無効
にするという工夫を盛り込
んでいるようです。
今まで、すべてアメリカ
を見本としてきた日本が、
このようなアメリカの素早
い発想を見習うことができ
るかどうか、大いに期待し
たいところです。
さて、我が業界を見ま

すと、行き着くところま
で行きつつあり、また一
方では、今までの弊害が
改善されつつもあります。
県でも、段階的な落札額
の引き上げや総合評価方
式等、いろいろな施策を
していただいています。
後は、業界のイメージア
ップと、この厳しい時代
にいかに生き抜くかの根
本的な問題の解決策を、
業界内で考えていかなけ
ればなりません。狭い日
本、そして秋田のような
地方には、公共事業によ
るインフラ整備が是非と
も必要です。そのために
も、われわれ業界も、災
害時等の際、地域の建設
業の役割を一般の方々に
理解していただくための
努力をしていかなければ
なりません。
この厳しい時代、協会

員一丸となって頑張ろう
ではありませんか。
今年一年、皆様のご健

康とご多幸をお祈り申し
上げます。

秋 田 支 部 長

加　藤　憲　成

新年あけましておめで

とうございます。謹んで

新春のお慶びを申し上げ

ます。

昨年は五月に支部長に

就任し、早いもので七ヶ

月になりました。

昨年は、国際的には米

国から端を発した世界規

模の金融危機、一方国内

においては、国政の衆参

ねじれ現象による国民無

視の政局争奪戦、そして

我が業界では道路特定財

源の一般財源化、原材料

高騰に伴う主要資材の急

騰、入札制度の改革に追

いつかないダンピング受

注の横行と、オリンピッ

ク以外に良い出来事があ

まり無かった一年に感じ

たのは私ばかりではなか

ったと思います。

さて、平成21年度への

抱負でありますが、当協

会としては公共工事が、

かつての景気浮揚策の第

一の手段として取り上げ

られない昨今では、受注

環境の改善が緊急の課題

と考えます。改善の方法

には発注者でなければ出

来ないこと、受注者サイ

ドで出来ることがあると

思います。

今年度は、発注者（特

に市町村）に対しては、

総合評価落札方式等につ

いての情報交換を密に行

い、早期の入札制度改革

を働きかけて行きたいも

のと考えております。そ

して受注者サイドである

我々は、めまぐるしく変わ

る受注環境に対応できる企

業体質の改善が必要不可欠

であると思います。協会支

部がその一助になれるよう

努力して参ります。

昨年11月には、国内景

気は後退局面に入ったと

の政府見解が発表され、

景気回復は相当の時間が

必要になるとの有識者の

見解もあります。我が業

界にとっても大変な年に

なると思いますが、地域

の基幹産業であるという

自負と誇りを持って協会

運営に当たって参ります。

会員各位の絶大なるご支

援をお願い申し上げます。

結びに成りますが、今

年は少しでも受注環境が

改善されることを期待す

ると伴に、会員企業の更

なるご発展と従業員皆様

のご健勝を祈念し、新年

の挨拶とさせて頂きます。

仙 北 支 部 長

荒　川　暉　也
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協会員の皆様、新年明
けましておめでとうござ
います。
お健やかに新春を迎え

られたこととお慶び申し
上げます。
一昨年は、9月の台風

12号が県北部に甚大な災
害をもたらしました、ま
た、昨年は台風の上陸は
無かったものの、6月には、
東北内陸部に大きな地震
被害があり、災害列島日
本を思い知らされた年で
ありました。
こうした中、会員の皆

様は、厳しい経営環境下
にも関わらず、地域の基
幹産業の一つとして、良
質な社会資本整備の担い
手としてだけでなく、地
域の経済・雇用に大きく
貢献し、災害時の初動活
動や冬季交通の確保等を
通じて、県民の安全・安
心の確保や、建設業の特
性を活かしたボランティ
ア活動等に積極的に取り
組んでおられますことに

心から敬意を表します。
さて、公共工事の品質

確保の促進に関する法律
が施行され3年が経過しま
したが、現入札契約制度
ではまだまだその基本理
念には程遠い内容となっ
ており、協会では会員の
皆様のご協力のもと、独
自のコスト調査を実施し、
秋田県発注工事の採算性
の現状を明らかにし、入
契制度の抜本的改正を訴
え続けてきました。
また、適正な予定価格

の算定の基となる設計業
務等の品質確保も重要で
あります。
測量・設計業務から建

設工事に至るまで建設産
業全般の品質確保を目指
すことが肝要であり、「川
上から川下」に至る対策
を求めてまいりました。
そうした中、昨年10月

から県工事における低入
札対策の強化や秋田県建
設コンサルタント業務等
に最低制限価格制度が試
行されたことは大きな前
進と歓迎するところであ
ります。
今後更に会員皆様のご

意見を伺いながら、より
良い制度へ働きかけて参
りたいと存じます。
平成21年の年頭に当た

り会員皆様の、益々のご
健勝と、ご発展を祈念い
たしまして新年の挨拶と
いたします。

専 務 理 事

堀　江　敏　明

謹んで新年のお慶びを申
し上げます。
昨年は、上半期には、

道路特定財源の暫定税率
一時失効によって、混乱
が生じました。そして、
それを平成21年度までに
抜本的に見直すこととし
ておりますが、未だ具体
的な取り組みを明らかに
しておりません。
しかし、国民生活や経

済社会活動を支えるため
には、地方が必要とする
道路整備を確実に進めて
いく必要があると考えて
おります。
また、下半期は、サブプ
ライム問題に端を発する金
融不安により、アメリカ国
内はおろか、世界経済をも
震撼させる事態になってお
りますし、日本経済も急速
な円高・ドル安となり、株
価が下落するなど、混沌と
しております。
そのようななかで、6月

に発生した「岩手・宮城内
陸地震」は、地震災害の空
白域である当地域に大きな
衝撃を与えました。震度5
強の地震は、崖崩れ等を引
き起こし、長期の通行止め
を余儀なくし、小安温泉郷
など観光産業を中心に深刻
な影響が生じており、一日
も早い復旧が望まれており
ます。
この度の経験は、ライフ
ラインとしての道路の重要
性を再認識させ、県民の安
全・安心を確保するために
は、これまで以上に「災害
に強い道づくり」に取り組
んでいただく必要があると
認識しております。
期待された国の2次補正

は、本年にずれ込みました
が、景気を押し上げる対策
は、悪者扱いされておりま
すが、真水を多くした公共
事業中心の大型補正予算を
編成していただくことが、
雇用を喚起し、内需を拡大
する起爆剤になると思って
おりますので、現政権に期
待をしておるところです。
本年も、関係各位皆様の
一層のご支援・ご協力をお
願い申し上げますととも
に、皆様のご健勝・ご繁栄
を祈念いたしまして、年頭
のご挨拶といたします。

雄 勝 支 部 長

菅　　良　弘
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